
1 

 

新座市内保育施設の災害時における臨時休園等のガイドライン 

令和７年６月策定 

 

１ 目的 

台風、集中豪雨、地震等の自然災害の発生により、人的・物的被害が生じる

おそれが高まったとき（以下「災害時」という。）に、児童、保護者、保育従

事者等の生命と安全を守るため、災害時における新座市内の保育所、認定こど

も園及び小規模保育事業所の臨時休園等の対応について、ガイドラインを定め

る。 

 

２ 対象施設 

新座市内の保育所、認定こども園、小規模保育事業所（以下「保育所等」と

いう。） 

 

３ 臨時休園の決定 

災害時に避難情報の発令や地震発生があった場合、保育所等は、被害の状況

や震度を確認し、施設ごとに、本ガイドラインに基づき臨時休園を決定する。

保育所等は、臨時休園した場合、その対応状況を市に報告する。 

 

４ 臨時休園の基準・対応 

 【風水害の場合（台風、集中豪雨等）】 

  災害危険区域に対し市が発令する「警戒レベル」に基づき、次の表のとおり具

体的基準を定める。この基準にかかわらず、国土交通省、気象庁、都道府県等が

発表する「警戒レベル相当情報」を参考にしながら、風水害により重大な被害が

発生することが予見される場合は、可能な限り市に事前連絡した上で、臨時休

園・登園自粛・お迎えの要請を行うことができる。 

 

【参考 】公立保育所の例 ※公立保育所の取り扱いは変更となる場合があります。 

 ☆午前６時の時点で臨時休園を判断（午前の途中からの保育は行わない。） 

 ☆午前１０時の時点で安全が確認できれば、午後の保育から再開（午前１０時の時点で安全が確認

できなければ、１日休園） 

※「警戒レベル」「警戒レベル相当情報」については、参考１参照 
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■洪水浸水想定区域又は土砂災害警戒区域内の保育所等の基準・対応 

休園 
基準 

保育 
状況 

施設の対応 実施事項 

警戒レベル 

３以上の避難情

報を市が発令 

登園前 臨時休園 
・保護者に連絡 

・新座市保育課に報告 

登園後 
児童降園後に 

臨時休園 

・保護者に速やかなお迎えを依頼。 

ただし、危険な場合は、安全な状況になって 

から対応 

・状況に応じて園児と共に施設内の安全な場 

所又は所定の避難所へ避難し、保護者を待つ 

区域内の施設は、あらかじめ各施設で定める避難計画等に従って行動する。 
※洪水浸水想定区域・土砂災害警戒区域内の保育所等は参考２参照 

 

【公共交通機関の計画運休等の場合】 

公共交通機関の運休（計画運休）により保護者の送迎が困難になる恐れや十分

な保育体制を確保できないと判断した場合は、可能な限り市に事前連絡した上で、

臨時休園・登園自粛・お迎えの要請を行うことができる。 

 

【地震の場合】 

■全施設の基準・対応 

休園 

基準 

保育 

状況 
施設の対応 実施事項 

震度５弱以上 

登園前 

臨時休園 

ただし、安全に保育が可

能と判断される場合は、

開園する。 

・保護者に連絡 

・新座市保育課に報告 

登園後 

児童降園後に臨時休園 

ただし、安全に保育が可

能と判断される場合は、

保育を継続・再開する。 

・施設及び周辺の被害状況を確認 

・安全な場所に児童を誘導 

・安全な保育が困難と判断される場合に 

は、保護者に速やかなお迎えを依頼 
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５ 保育所等の再開 

災害後は次の事項等を確認し、安全な保育ができると判断した場合は、保育

を再開し、再開の旨を保育課と保護者に連絡する。 

【確認事項】 

・施設の安全の確保 

・施設周辺の安全の確保 

・ライフライン（電気・水道・ガス・通信・交通等）の状況 

・職員体制の確保 

・給食の提供（一時的に弁当持参などを検討） 

 

６ 代替保育 

臨時休園時は、安全を考慮し、保護者には原則として家庭での保育への協力

を求める。ただし、災害時に勤務を要する社会的要請が強い医療関係等の職種

に従事する保護者の児童については、児童、保護者、保育従事者等の安全に留

意した上で、安全に保育を実施することが可能であると判断される場合、市は、

代替保育施設における保育の実施に努める。 

 

７ 保護者への事前周知 

市は、本ガイドラインを、市ホームページに公表する。 

また、保育所等は、入園説明会等において、本ガイドラインによる基準・対

応を事前に保護者に周知し、理解を得るものとする。 

 

８ その他の計画等との関連 

保育所等は、本ガイドラインや新座市地域防災計画等を参考にしながら、詳

細な非常災害対策、マニュアル、運用指針等を適切に整備し、職員間で共有す

るとともに、災害時の対応について保護者と共有するものとする。 
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【参考１】 

 警戒レベルと避難行動、警戒レベル相当情報について 

 

内閣府チラシ「避難情報のポイント」抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：内閣府ホームページ 

https://www.bousai.go.jp/pdf/5keikailevel.pdf 
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【参考２】 

 洪水浸水想定区域又は土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

 

 

出展：新座市地域防災計画（令和５年３月） 


